
住宅瑕疵担保履行制度の新たな展開に向けた研究委員会について

趣旨・目的

○住宅瑕疵担保履行法の施行後５年間の状況を検討した住宅瑕疵担保履行制度のあり方検討委員会報告書
（平成27年3月）において、今後取り組むべきとされた課題への取組状況のフォローアップや、今後の住宅瑕疵
担保履行制度の見直しについての検討を継続するため、有識者との意見交換等を行う場を設ける。

○住宅瑕疵担保履行制度のあり方検討委員会報告書
（平成27年3月）において整理された以下の項目等に
係る施策の進捗状況のフォローアップ

○施行後１０年目を見据えた住宅瑕疵担保履行制度
の見直しについての継続的な検討

議論の内容 委員案

（座長）

村本 孜 成城大学社会イノベーション学部教授

（委員）

伊藤 弘 (公財)住宅リフォーム・紛争処理支援センター
住宅リフォーム・紛争処理研究所所長

犬塚 浩 弁護士

浦江 真人 東洋大学理工学部教授

大塚 英明 早稲田大学大学院法務研究科教授

小林 道生 静岡大学人文社会科学部法学科教授

齊藤 広子 横浜市立大学国際総合科学部教授

鈴木 毅 (一社)日本損害保険協会常務理事

松尾 弘 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

家森 信善 神戸大学経済経営研究所教授

（１）新築住宅の資力確保措置

（２）中古住宅・リフォーム市場の活性化と
住宅瑕疵担保責任保険

（３）住宅に係る消費者の利益の保護

（４）情報公開と事故情報等の活用

（５）住宅瑕疵担保履行制度の「国際化」

（６）民法改正への対応
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住宅瑕疵担保履行法施行10年目へ向けての全体像

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会 見直しに向けた検討住宅瑕疵担保履行制度の新たな展開に向けた研究委員会

平成２６年度

・全般

・保険法人の経営の健全性確保

・保険法人や関連事業者との連携による普及促進

・ニーズに応じた保険商品の開発

・他の住宅施策との連携

・対象外の住宅への紛争処理の仕組みの構築

・消費者への広報・周知

・消費者相談を行う機関間の連携

・瑕疵担保履行制度の国際展開（主にアジア）

・保険に係る情報公開

・事故情報等の収集・分析と事故の予防に向けた活用

○資力確保措置の徹底、保険料水準の検証等に必要なデータの蓄積

○保険契約者保護のための仕組みの検討

○宅建業団体、住宅情報事業者、金融機関等との連携

○延長保険、リフォーム保険改良版、白アリ保証等の新商品開発

○住宅リフォーム団体登録制度、インスペクション、住宅履歴制度等との連携

○性能評価・保険付住宅以外の住宅の紛争処理の仕組みの検討

○（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターとの連携

○消費者庁、地方公共団体、国民生活センター等との調整

○関連主体間の調整、統計データの整備

○第三者的立場の機関による保険事故情報等の収集・分析の仕組みを検討・試行

○住宅瑕疵担保履行制度の国際展開研究会
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◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯◯ ◯ ◯ ◯

○中古住宅の流通に係る事業者の責任等について検討

○IHHWC2017東京大会に向けた準備


